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ヒアリング調査にみるジェンダーバイアス
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【研究目的】研究の背景は、第１報に準ずる。農 家世帯に 『契約』概 念を持 ち込む ことに

よっ て、「生活」や 「家族関係」 にどのような変容が期待 でき るのか。家 族経営協定 の締

結 が、はたして農 家女性 の地位向上に貢献してい るのれ 第２報では、ヒア リング調査を

通して 、ジェンダ ー視点 で農家 世帯 の 「生活 」や 「家族 関係」を検討す る。　　　　 。

【研 究方 法】新 潟県内15 ケ所 の農業 改良普及セ ンターにおけ る特徴的な農業形態をベ ー

スに、外的 条件 （経営内容 ・経営規 模・専業 ／兼業 の別な ど）の類似した２世帯 （締結世

帯 と非締 結世帯）を 選定してい ただき、現地でヒ アリン グ調 査を 実施した （2000 年11

月～2001 年 ２月）。調 査対 象、ヒア リングの方法 、調査項目は第１報に同じ。

【結果】ヒアリン グ調査からは、次の ようなジェンダー ・ノくイ アスが確 認で きた。 ① 「水

稲 十園芸」農家の場合、「水稲＝男性」「園芸＝女性」の区別が多い 、②締結／非締結 に関

わらず家事／育児／介護の担当者が女性 （妻）に偏っている、③夫が勤 労者で 妻が農業 に

専従してい ても農業 関係の登録は夫名義である、④女性 の社会的 な役割は 「JA 女性 （婦

人) 部i r アドバイザー」「ヘルノ々－ 」などに限られてい る、⑤締結 の動 機は 「女性 の地位

向上」では なく 「経営移譲」（後継 者対 策）が多い、等で ある。 今後は、意思決定 場面 に

お ける男女共同参 画の実現を 目指して、「実」のある家族経営 協定を進める必要があ る。

また、公的 な意 思決定機 関へ女性を登用する等、段階 に合わせた女性のエンパ ワーメン ト

のサポートシステ ムを構 禰す ることが重要であ る。I

※なお、本 研究 は （財）家 計経 済研 究所の助成金 を得て 実施した ものである。

2 Ap-10

〔(社) 日本 家政 学 会

東 京 都 世 田 谷 区 在 住 雇 用 労 働 者 夫 妻 の 生 活 時 間 －2000 年 調 査 か ら
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目的:1999 年、雇用機会均等法の実施と労基法の女子保護規定撤廃が行われた。さらに、

規制緩和の進展等による働き方の男女基準の共通化への気運が強まる一方、日本でも家族

の多様化が進んでいる。また、20世紀の終り、インターネットの普及は人間の時間環境を

大きく変えた。そうした中で我々は、2000年10月、1990年以来５年に一度、３回目の世田

谷生活時間調査を行った。調査目的は、21世紀を前にした夫妻の生活時間配分の実態を記

録し、夫妻の時間配分における関係の変化をみることである。

方法：調査時期は2000年10月中の平日･ 休日の各１日である。世田谷区在住の雇用労働者

夫妻に公募を行い、調査協力を申し出た人に対してプレコード方式の生活時間票及びアン

ケート用紙を郵送・回収した。自記・留置方式である。分析は妻の勤務形態別に行った。
結果：調査協力を申し出た夫妻は146 組、

有効回答数 は131 組（妻常勤41、妻パート35、

妻無職55）計262 人であった。 平均年齢は

夫47.4 歳、 妻45.6 歳。生活時間調査結果

の一部を表に示した。妻常勤世帯をみる

と過去の調査 と比較して、1 、勤務時間は

夫妻とも増加した。2､ 夫 妻の家事労働時

間は、 平日 ・休日ともに減少した。3､ 休

日の社 会的 ・文化 的生活時間は増加した。

no

妻常勤共働き世帯(時間,分)

平 日 休日

生活時間大分類 夫 妻 夫 妻

生理的生活時間 9,16 9.09 12.04 12.00

収入労働時間 11.44 9.36 0.46 0.36

家事的生活時間 0.41 2.57 2.21 4.53

社会的･文化的生活時間 2.19 2.18 8.49 6.31

合計 24.00 24.00 24.00 24.00


